
資料３ 福島第一原発・概要 
 

経緯・概要 

構内配置図 

役割分担 

目標と進捗 

資料３の概要 

▶住所・面積・構内配置図 ⇒東京ディズニーランド 6.9 個分の敷地内には余裕が無い。 

▶福島第一原発と事故の基本情報。現在の法的な位置づけ。⇒特定原子力施設 

▶廃炉・汚染水対策に関する組織図。関係機関の名称と役割分担。 

▶廃炉・汚染水対策に投じられた費用。 

▶廃炉・汚染水対策の「大きな３つの課題」の達成目標年度と現状の進捗。 

  デブリ（溶融燃料）取り出し 

  ＳＦＰ（使用済み燃料プール）からの燃料棒取り出し 

  建屋のドライアップ（滞留水の汲み上げ・止水） 

 

 

 

資料４ 福島第一原発・固体廃棄物 
 

保管量推移 

焼却設備 

防火・消火体制 

長期的方針・建設中設備 

資料４の概要 

▶瓦礫（金属・コンクリート・土壌）・伐採木・使用済み保護衣保管量の推移。 

▶雑固体廃棄物焼却設備の概要 

▶火災防止対策・消火体制。 

▶固体廃棄物を保管・減容・減量する為に建設中、又は計画中の設備概要と竣工予定時期。 
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資料３－２ 福島第一原子力発電所・構内配置図     

参照図：「廃炉の大切な話 2019」https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308003/20190308003.html 

                 https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/images/reactorpamph2（現在、掲載なし） 
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https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190308003/20190308003.html
https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/images/reactorpamph2


資料３－３ａ 福島第一原子力発電所の廃止措置に係る関係機関の役割分担      －４― 

 

▶一義的な責任を負っているのは東電廃炉推進カンパニー（原子力規制委員会に実施計画を申請）。 

▶東電を支援する組織の大まかな役割分担：ＮＤＦ⇒廃炉戦略や技術研究企画を検討。 

           ＪＡＥＡ⇒計測・試料分析や、研究・実験設備の整備・運用。 

                    ＩＲＩＤ⇒技術開発（ロボット等）。 

▶原子力規制庁の担当部署は「原子力規制部 東京電力福島第一原子力発電所事故対策室」（長：竹内 淳） 



資料３－３ｂ 政府（経済産業省）の役割分担            

参照図：経産省 web http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning.html 

 

             http://www.meti.go.jp/earthquake/osensuitaisaku.html#osensuitaisaku_mt 

               （現在、掲載なし） 

 

▶経産省の担当部署は「資源エネルギー庁・電力・ガス事業部 原子力発電所事故収束対応室」（長：土屋 博史) 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃炉・汚染水対策に投じられた費用（19 年度見込み額含む） 

 －約１兆 8000 億円（2011～19 年度／内、国庫負担・約 2500 億円） 

 （国庫負担一例→ 高性能ＡＬＰＳ・凍土壁・大熊分析研究センター、等）   
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http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/decommissioning.html
http://www.meti.go.jp/earthquake/osensuitaisaku.html#osensuitaisaku_mt


福島第一原発の廃止措置に向けた「大きな三つの目標」～進捗と今後の見通し～  

▶（注・「大きな三つの目標」は春橋の造語） 

１． １～３号原子炉の下に溶け落ちている筈のデブリ（溶融燃料）の取り出し  

２． １～３号ＳＦＰ（使用済み燃料プール）内の核燃料棒（燃料集合体）取り出し  

３． １～４号建屋のドライアップ（水抜き・止水）  

 

●デブリ取り出し 

▶デブリの場所・性状が未確認で、確認の為の調査が必要。遠隔操作のロボット・カメラ・線量計等を利用して、複数回の調査を実施。 

 ―１号機の原子炉格納容器（ＰＣＶ）内では、17 年３月に最大 11ｍＳｖ/ｈを計測。19 年度中の再調査を目標にアクセスルート構築中。 

 ―２号機原子炉格納容器内の線量は、17 年２月時点で推定 50～90Ｓｖ/ｈ（画僧のチラつき等に基づく）。 

 ―３号機の原子炉格納容器下部は水没。過去の調査結果に基づいて、2017 年７月に水中用ロボットで調査。 

▶デブリそのものや場所は特定されていない。 

▶ＮＤＦは、2019 年度中にデブリ取り出しの初号機を決定予定。 

 

●ＳＦＰ内の燃料取り出し 

▶遠隔操作による燃料取扱機（ＦＨＭ／Fuel Handling Machine）を設置して取り出し 

 ―１号機は建屋カバーを撤去し、オペフロの瓦礫を撤去中。ウェルプラグ（原子炉格納容器の蓋）が外れており、周辺が高線量。調査中。 

 ―２号機は原子炉建屋西側壁面に設置した前室内で壁面に開口部を作った。オペフロ内部の片づけ・整理を行いつつ、調査中。 

建屋上半分を解体する方針だったが、建屋横からＦＨＭ等を設置するアクセスルートを設ける案も含めて検討中。 

―３号機は 2019 年４月に取り出し開始（ＦＨＭ設置後の 18 年３月以降、機器やケーブルに調達不備による不具合が多発し、点検・原因特定・修復の為に遅延）。

新燃料 28体（７体×４）を７月までに取り出し。ＦＨＭの点検の為、休止。９月再開予定。20年度完了予定。 

燃料集合体の一部に損傷・変形あり（建屋の水素爆発時に落下したＦＨＭ等による衝撃・振動によるものと推測される）。 
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● ドライアップ 

▶「ドライアップ」は完全にドライな状態にすることを意味しない。デブリ冷却の為の注水は継続される。 

▶１号タービン建屋は 17 年３月末に滞留水除去完了。除去後の地下階の線量は 0.5～10mSv/h。 

▶滞留水のインベントリ低下にも取り組んでいる（数字は計算値）。 

 －約 25 京㏃（2011 年５月頃／Cs134・137 の合計）→約 6000 兆㏃（2015 年４月末／Cs134・137 と Sr90 の合計）→約 3000 兆㏃（2017 年４月末／同）→ 

2000 兆㏃ 弱（2019 年３月末／同） 

 

資料３－４ 建屋内外の水位コントロール目標と、最悪シナリオ（イメージ図／経産省作成の図表に春橋にて加筆） 

 

 

▶ドライアップ完了後（2020 年末目標）の最終的イメージは中央の図のようになる（「Ｒ/Ｂ」＝原子炉建屋）。 

▶右は、原子力規制委員会が危惧している最悪シナリオ。右の状況を防ぐことは、関係者全てが一致している。 

 ―建屋滞留水が急増（水位が急上昇）した場合の緊急移送先として、タンクや建屋を確保している。 

 ―建屋周辺地下水位が急低下する場合に備えて、汲み上げ井戸とは別に注水（リチャージ）井を設置している。 
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資料４－１ 

福島第一原発・固体廃棄物保管量推移（単位:立方メートル／瓦礫=金属・コンクリート・土壌等／伐採木=伐採した敷地内の樹木等）  

 

▶仮置き場・一時保管場所の一部は O.P14m 以下に有り、津波が襲来した際、保管物が海洋に流出する可能性がある。 

▶19 年１月末現在、構内専用車両として 1111 台が登録（内、整備不能等による使用禁止車両は 378 台。扱い検討中）。敷地内整備工場の人員は６名／日。        

▶整備工場情報出典： http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/2017/images1/d170525_12-j.pdf （ＰＤＦ７～10 頁） 
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使用済み保護衣累積焼却量（ｔ/右目盛/注２） 

保管総量(万㎥/瓦礫＋伐採木) 

瓦礫(万㎥/保管容量：40万1000㎥/注１) 

伐採木(万㎥/保管容量：17万5600㎥/全量屋外保管) 

使用済み保護衣（万㎥/保管容量：6万8300㎥/16年３月から焼却/注２） 

注２（使用済み保護衣）：雑固体廃棄物焼却設備で発生した焼却灰は200Ｌ入

りドラム缶に封入し、固体廃棄物貯蔵庫にて保管（1375本／19年６月末）。 

2012年２～12月末 

増加量3.8万㎥ 

（内、瓦礫：2.5万㎥） 

（内、伐採木1.3万㎥） 

2013年 

  1.6万㎥ 
（１万㎥）

（0.6万㎥） 

2014年 6.71万㎥ 
（6.54万㎥）（0.17万㎥） 

2015年 

  4.39万㎥ 

（3.85万㎥）           

（0.54万㎥） 

2016年 

2.35万㎥ 
（2.57万㎥）

（0.22万㎥減） 

2017年 7.71万㎥ 

（2.63万㎥）（5.08万㎥） 

注１（瓦礫類）：表面線量30mSv/h以上のものは容器に収納し、固体廃棄

物貯蔵庫に保管（約1.6万㎥）。同１～30mSv/hのものは仮設保管設備・

覆土式一時保管施設等で保管（約1.8万㎥）。同１mSv/h以内のものはシー

ト養生等で屋外保管（約23.7万㎥）。内訳量は19年５月31日時点。別途、

震災前の廃棄物を固体廃棄物貯蔵庫に保管（ドラム缶・約18.6万本）。 

2018年 3.12万㎥  

（3.09万㎥）（0.03万㎥） 

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/2017/images1/d170525_12-j.pdf
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資料４－３ 雑固体廃棄物焼却設備・概要    

参照図：東京電力が「第 41 回 福島第一原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会」に提出し

た「福島第一原子力発電所 雑固体廃棄物焼却設備について」の資料 

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/ 

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/images1/handoouts_160224_07- j.pdf 

（現在、掲載みあたらず） 
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http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/
http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/images1/handoouts_160224_07-%20j.pdf

